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令和６年度事業報告書 
 

令和６年度の主な事業活動の概要は、次のとおりである。 

 

１．政府に対する協力・要望に関する事業 

令和７年度税制改正に関し、研究開発税制の拡充、GX、DXに向けた設備投資関連税

制の拡充、改善など設備投資の促進に向けた税制の整備などについて、(一社)日本機械工

業連合会の政府要望に構成員団体の一つとして協力した。 

 

２．統計情報等の収集・提供に関する事業 

農業機械の生産、出荷、輸出入等に関する各種統計情報を収集し、日農工統計、生産動

態統計、貿易統計等をホームページに公表した。また、各機種別部会でとりまとめた需要

見通しについても、ホームページに掲載するとともに業界紙を通じて公表した。 

 

３．技術・安全・環境に関する事業 

農業機械の技術、安全の向上と環境規制等に対処するため、次の事業を行った。 

(1) 農作業安全への対応 

① 安全装置等を装備した農業機械の普及促進を図った。 

1) 片ブレーキ防止装置や低速車マークを装備した乗用型トラクタ 

2) 手こぎ部緊急即時停止装置を装備した自脱型コンバイン 

3) 横転時の安全対策の強化（TOPSの装備等）をした農業用運搬車 

4) 動力の伝達制限装置（デッドマンクラッチ）やナイロンコードカッターを装着し

た刈払機 

5) 後進速度制限に対応した歩行型農業機械 

② 公道走行分科会の取組みとして、今後予定されている乗用トラクタへの座席ベルト

の装備・装着義務化に備え、対象車と既販売車を識別するための表示方法について検

討した。 

③ 防除機部会スピードスプレーヤWGの取組みとして、スピードスプレーヤの安全作業

のポイントに関する動画及びチラシを日農工ホームページに掲載して広く利用者に

提供するとともに、展示会でチラシを配布した。 

④ 「刈払機の正しい使い方」について、動画を日農工ホームページに掲載して広く利

用者に提供するとともに、安全啓発チラシとして配布した。 

⑤ 農作業事故を防止するため、農林水産省に農作業安全対策を推進する団体として登
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録した。農業機械展示会等において、農作業事故の減少に向けた啓発活動を推進した。

また、これまで出展実績のある「秋田県種苗交換会」へ安全啓発資料の提供をした。 

・展示会出展 

第99回山形農業まつり農機ショー 

開催日 令和6年8月29日(木)～8月31日(土) 

場 所 山形県山形市 

活動内容 1) 安全啓発チラシ及び安全啓発ステッカーの配布 

2) 農作業安全啓発ビデオによる動画展示 

3) 農作業安全確認運動ポスター等の展示 

4) 低速車マークの展示 

5) 農作業安全のぼりの掲示 

6) 刈払機作業に適した作業着・保護具の展示 

備 考 山形県農機協会の協力を得て実施。 

・活動支援 

第147回秋田県種苗交換会 

開催日 令和6年11月1日(金)～11月5日(火) 

支援先 秋田県農業機械商業協同組合及び秋田県農業機械化協会 

⑥ ホームページに農作業安全ページを設置し、日農工で作成している農作業安全関連

資料及び農業機械の日常点検内容などについて掲載した。 

⑦ 農林水産省が主催する農作業安全対策全国推進会議に出席し、農林水産省及び農業

関係団体等が実施している農作業安全対策の取組み状況等について、情報交換を行う

とともに、連携強化を確認した。 

開催日：令和7年2月26日（水） 

⑧ 農林水産省が主催する農作業安全検討会並びに同検討会の下に設置された農業機

械安全性検査制度検討部会及び基準検討部会に参画し、農業機械安全性検査制度の見

直しにおける業界の意見反映に努めた。 

⑨ 厚生労働省が開催する「農業機械の安全性に関する検討会」に参画し、労働安全衛

生法令の対象への車両系農業機械の追加に関して業界の意見反映に努めた。 

(2) 安全性検査等への対応 

農林水産省から委託を受けて農業・食品産業技術総合研究機構が実施した「農業機

械の安全性能アセスメント委託事業」の評価検討会に参画し、農用高所作業機の農用

運搬車の安全性能アセスメント実施における業界の意見反映に努めた。 

(3) 排出ガス規制への対応 

排ガス対策分科会は、特殊自動車の排出ガス規制に関し、次の対応を行った。 
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① 環境省より、自動車排出ガスの量の許容限度等の告示の一部改正に対する意見募集

について対応した。 

② 特殊自動車の排出ガス規制の効果算出のため、排出ガスの原単位を用いた排出総量

算出に関する検討会（環境省）に出席し、農機の排出量精緻化に協力した。 

(4) リコール制度への対応 

リコール問題分科会は、車両系農業機械リコール制度の的確な対応を図るため、以

下の検討等を行った。 

① 「改善措置に関する判断のガイドライン」の改訂を行った。 

② 国土交通省の担当官を招き、最近の農業機械をはじめとするリコールの状況及びリ

コール制度に関する意見交換を行った。 

［開催日］ 令和7年2月26日(水) Web開催 

(5) 型式認定申請等への対応 

認証分科会は、道路運送車両法に規定されている小型特殊自動車の型式認定申請に

関し、次の対応を行った。 
① 国土交通省から、道路運送車両の保安基準等の改正等に関する意見照会に対し、業

界要望の反映に努めるとともに、適正かつ円滑な対応が取れるように周知徹底を

図った。 

② 道路運送車両の保安基準や関連規定の改正等に関する伝達事項の周知徹底に努め

た。 

③ 自動車基準調和世界フォーラム（WP29）に関し、自動車基準認証国際化研究セン

ターのサブワーキング会合の情報収集に努めた。 

(6) 標準化への対応（国際標準化活動） 

1) 日本産業標準調査会（JISC）の承諾の下に当会が国内審議団体になっている

ISO/TC23に関して以下の対応を行った。 

  特に、SC19（農業用電子設備）では、2024.6.18～21の間、東京でPlenaryの他、

WGを開催することになり、日農工がホストとして対応を行った。 

① 国際会議への出席 

・TC23/SC6（収穫物保護設備） 

Plenary 2024.9 WEB・対面（日農工、丸山製作所、農研機構） 

WG25（無人航空防除） 

2024.6～2024.9（2回） WEB･対面（日農工、丸山製作所、 

農研機構） 

WG29（環境要求） 

2024.11（1回） WEB（日農工、丸山製作所、農研機構） 
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・TC23/SC17（携帯式林業機械） 

WG4 2024.4～12（3回） WEB（やまびこ） 

・TC23/SC19（農業用電子設備） 

Plenary 2024.6 WEB･対面（日農工、クボタ、ヤンマーアグリ、井関農機、

農研機構） 

WG1（アプリケーションとデータインターフェース） 

2024.6 対面（日農工、農研機構） 

WG5（通信インフラ） 

2024.6 対面（日農工、農研機構） 

WG8（農業用電子設備／安全・安心） 

2024.4～2025.2（5回） WEB・対面（日農工、クボタ、 

ヤンマーアグリ、農研機構） 

JWG12（サイバーセキュリティ） 

2024.10～2024.12（2回）WEB（日農工、クボタ、ヤンマーアグリ、

井関農機） 

② 国際規格策定のための投票 

国際規格の情報収集に努め、意見照会案件に対しては、日本の意見をとりまとめて

投票を行った。主な投票案件は以下のとおり。 

・ISO/FDIS 18497-1～4 （Agricultural machinery and tractors － Safety of  

partially automated, semi-autonomous and autonomous machinery） 

・ISO/FDIS 23117-2（Agricultural and forestry machinery － Unmanned  

aerial spraying systems） 

・ISO/CD 24882（Agricultural Machinery and Tractors － Cybersecurity  

Engineering） 

・ISO/PWI 16119-1（Agricultural and forestry machinery － Environmental 

requirements for sprayers 

2) 農林水産省が国内審議団体となっているISO/TC347（データ駆動型アグリフードシ

ステム）の国内審議委員会に参画し、業界の意見反映に努めた。 

(7) ロボット農機に関する対応 

① ロボット安全事業検討委員会への対応 

（一社）日本農業機械化協会が主催するロボット安全事業検討委員会に出席し、農林

水産省が行うガイドラインの改定について、要望の反映に向けた協力を行った。 

(8) 作業機を装着したトラクタの公道走行に関する対応 

公道走行分科会は、作業機付きトラクタの公道走行に関し、適確かつ速やかな対応
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が行えるよう、次の対応を行った。 

① 農機販売店向けに対する周知 

農機販売店等が保安基準緩和の認定条件に適正かつ円滑な対応が行えるよう公道

走行ガイドブックを日農工ホームページに掲載して周知を行った。 

・作業機付きトラクタの公道走行ガイドブック 

・農耕作業用トレーラ付きトラクタの公道走行ガイドブック 

・作業機付きトラクタの公道走行ガイドブック［大型特殊自動車編］ 

② 農業者に対する周知 

農水省が作成した作業機付きトラクタの公道走行時に順守すべき法令の事項を記

載したチラシ及び国土交通省の農耕トラクタの特殊車両通行許可申請に関する情報

を日農工ホームページに掲載して周知を行った。 

③ 安定性の確認が取れたトラクタと作業機の組み合わせ 

道路運送車両の保安基準に定める安定傾斜角度を確認するためのモデル式を策定

し、安定性が確認された直装式作業機とトラクタの組合せについて日農工ホームペー

ジに掲載した。 

(9) 化学物質規制への対応 

化学物質規制対応分科会は、製品含有化学物質の規制に関し、日本自動車部品工業

会及び関係団体と連携して対応を行った。 

2024.8.30  MCCP（中鎖塩素化パラフィン）規制に関する説明会 

      講師：自動車部品工業会 製品環境アドバイザー 筒井 将年 氏 

2025.2.4  MCCPに関する第１回化学物質管理コンソーシアム 

(10) 油脂技術に関する対応 

油脂技術分科会は、石油会社（4社）、添加剤メーカー（3社）及び油脂関係団体（2

団体）と連携して、必要最低限の要求特性を満たす農業機械用トランスミッション油の

日農工規格を制定し、国内外での適正なトランスミッション油普及に務めた。 

① JAMMAS 0028 農業機械用トランスミッション油 

② JAMMAS 0029 農業機械用トランスミッション油フィルタラビリティ試験方法 

③ JAMMAS 0030 農業機械用トランスミッション油摩擦特性試験方法 

④ JAMMAS 0031 農業機械用トランスミッション油低速摩擦試験方法 

⑤ JAMMAS 0032 農業機械用トランスミッション油の運用マニュアル 

(11) カーボンニュートラルへの対応 

経済産業省・資源エネルギー庁が主催する合成燃料（e-fuel）の導入促進に向けた官

民協議会に設置された商用化推進WGに参画し、業界の意見反映に努めた。 

2024. 6.17 第5回：合成燃料に関する世界動向、次世代燃料の導入目標等 
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2024.12. 2 第6回：バイオエタノールの導入拡大、環境価値認証・移転制度 

(12) 消費者相談室の運営 

農業機械に関するユーザー等からの問い合わせ・苦情等に対し、状況を良く聴取し

た上で、出来るだけ丁寧に対応し、業界のサービス向上に努めた。 

 

４．貿易振興に関する事業 

貿易振興を図るため、国際委員会を中心に次の事業を行った。 

(1) 海外状況調査 

日本機械輸出組合による海外進出先での問題点・改善要望調査の協力を行った。 

(2) アグリエボリューションへの参加 

世界の農業機械の業界団体で構成するアグリエボリューションの活動に参画して、

各国の市場動向、各種出荷実績等を入手し、会員に配信した。 

2024年11月7日にイタリア共和国ボローニャ市で対面会議が開催され、アグリエボ

リューション・アソシエーションとして法人化された後の最初の総会等に参加した。

現地会合では、各国の工業会と市場動向等の情報交換を行うとともに協力関係をさら

に前進させるため、人的ネットワークの構築に努めた。なお、WEB会議が隔月で開催

され、議題に応じて適宜参加した。 

(3) 国際交流（イタリア農業機械工業会訪日団受け入れ） 

イタリア農業機械工業会（FEDER UNACOMA）会員企業で構成する訪日団（13名）

の受け入れ対応を行った。 

期 間  2024年7月1日(月)～4日(木) 

訪問先  7月1日(月) ㈱クボタ（筑波工場）、井関農機㈱（夢ある農業総合研究所） 

7月2日(火) 松山㈱（本社工場） 

7月3日(水) 国際委員会メンバーとの交流会（機械振興会館） 

7月4日(木) ヤンマーアグリ㈱（本社工場）、小橋工業㈱（本社工場） 

(4) 第46回EIMA International 2024への参加 

2年に1度イタリアのボローニャで開催される農機展示会EIMA Internationalにお

いて、主催者であるイタリア農業機械工業会（FEDER UNACOMA）から出展ブースを

提供され参画した。 

会  期：令和6年11月6日～11月10日 

活動内容：日農工会員紹介冊子（英語版）の配布 

 

５．流通・整備に関する事業 

(1) 経済産業省より要請のあった「働き方改革関連法」施行に伴うトラックドライバー
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の長時間労働の改善に向け、発荷主事業者、物流事業者（運送・倉庫等）、着荷主事業

者が連携・共働して改善を図るための取り組みとして、「農業機械業界における物流対

策自主行動計画」を作成し同省へ提出するとともに、当会ホームページに公表した

（2024年5月）。 

(2) 2020年6月に制定した「大型特殊自動車（農耕トラクタ）の特定整備ガイドライン」

について約5年経過したことに伴い、見直し等の検討を行った。 

 

６．会議、委員会等の開催 

会議、委員会等を主にWEB会議にて開催した。活動状況等は、後述頁のとおり。 

 

７．顕彰、情報交換、会員の交流 

(1) 従業員功労表彰（令和6年6月6日総会後に表彰式を開催） 

従業員功労表彰要領に基づき、会員企業の従業員31名を表彰した。 

（受賞者名簿は後述） 

(2) 地方大会 

10月29日にホテルブエナビスタ（松本市）にて開催し、各機種別部会長から令和6年

及び令和7年の需要見通しについて報告を行った。 

(3) 新年賀詞交歓会 

令和7年1月8日に東京プリンスホテルにて開催した。 

 

８．証明書の発行 

中小企業等経営強化法に基づき、農業機械等を対象に証明書の発行業務を行った。 

令和6年度の発行件数：1,882件（うち会員外：326件） 

 

９．その他の事業 

(1) 広報活動 

会報誌「ひまわり｣を3回発刊し、「日農工情報」を40回配信し、会員の活動状況、

日農工活動、海外レポート、行政の動き等を紹介した。また、ホームページを逐次更新

するとともに、業界関連のトピックス、規制・規則の通達、展示会活動等について情報

発信を行った。  

(2) 関係団体等との連携 

① (一社)日本機械工業連合会の活動に団体会員として参画するとともに、同会の行う

機械工業の生産・輸出見通し策定に協力した。 

② (一社)日本陸用内燃機関協会、(一社)日本産業車両協会、(一社)日本建設機械工業会
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及び(一社)日本建設機械施工協会と次期排ガス規制等に関する対応について検討を行

うとともに連携を図った。 

③ (一社)日本自動車部品工業会の製品含有化学物質調査に必要なツール（JAPIAシー

ト）の使用にあたり、JAPIA シート連絡会に参画して維持･運営に協力した。 

(3) 協議会等の運営 

① 除雪機安全協議会 

歩行型除雪機による作業事故防止を図るため、以下の事業を行った。 

1) 安全啓発 

・ 除雪機の販売店が顧客に対して、注意喚起を行うための安全啓発チラシ35,000枚、

ポスター2,800枚を作成し、積雪地域の販売店に配布した。 

・ 積雪地域の735市町村、25道府県防災担当窓口及び29報道機関に対して、広報紙

等に安全な使用方法についての啓発記事掲載並びに地域広報番組や市役所等のロ

ビーに設置されているモニターでの動画放映、更には降雪前に防災無線による安全な除雪

作業への注意喚起などの協力依頼を行った。 

・第99回山形農業まつり農機ショーでのチラシ配布並びに第147回秋田県種苗交換会

農業機械化ショーでのポスター掲示を行った。 

2) 基準適合表示 

歩行型除雪機の安全規格（自主規格）に適合している除雪機に自己認証による基

準適合表示（SSSマーク）について、令和6年度も継続して実施した。 

3) 歩行型除雪機の安全講習会への講師派遣 

自治体が主催する安全講習会に講師派遣した。 

・山形県（長井市、尾花沢市、大石田町）／開催日：2024年12月3日(火)～4日(水) 

・山形県（米沢市）／開催日：2025年1月23日(木) 

4) 歩行型除雪機による事故の再発防止に向けた対応について 

・NITEが調査した事故情報を共有するための事故情報交換会を開催（書面開催）し

た。 

・手を突っ込む事故低減に向けたロータリ除雪機の整備に関する調査を実施した。 

② 日農工青年経営者会 

若手経営者の研鑽と親睦を図るため、以下の事業を行った。 

 

1) 第34回総会 

開催日：令和6年8月26日(月) 

内 容：(1)令和5年度収支決算の承認について 

(2)令和6年度事業計画及び収支予算の承認について 
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(3)任期満了に伴う全役員の改選について 

2) 第71回研究会 

開催日：令和6年12月4日(水) 

内 容：講演会 生成AI・ChatGPTの活用に関して 

(4) 行政機関等からの周知依頼への対応 

行政機関からの依頼文書等を会員に周知した。 

・経済産業省 ≪国土交通省≫ (令和6年4月1日) 

「標準的な運賃・標準運送約款の告示について」 

・経済産業省 PSアワード事務局 (令和6年4月1日) 

「令和6年度製品安全対策優良企業表彰に関するご案内」 

・経済産業省 (令和6年4月2日)「パートナーシップ構築宣言のひな形改正について」 

・厚生労働省 (令和6年4月8日) 

「有機溶剤中毒予防規則等の一部を改正する省令等の施行について」 

・経済産業省 ≪公正取引委員会≫ (令和6年4月9日) 

「『下請代金支払遅延等防止法に関する運用基準』の改正(案)に対する意見募集につ

いて」 

・厚生労働省労働基準局長 (令和6年4月11日) 

「個人サンプリング法による作業環境測定及びその結果の評価に関するガイドライ

ンの一部改正について」 

・厚生労働省職業安定局長 (令和6年4月18日) 

「企業等における公正な採用選考の実現に向けて」 

・経済産業省経済産業政策局企業行動課 (令和6年4月24日) 

「経済産業税制総合Webページ開設について」 

・農林水産省農産局技術普及課生産資材対策室長 (令和6年4月26日) 

「農作業中の熱中症対策の徹底について」 

・経済産業省 ≪内閣府≫ (令和6年4月26日)  

「令和６年度『障害者週間』における『心の輪を広げる障害者理解促進事業』の実施

について」 

・経済産業省中小企業庁事業環境部長、公正取引委員会事務総局官房審議官  

(令和6年5月1日)「手形等のサイトに関する運用変更のお知らせと、サイト短縮への

ご協力のお願いについて」 

・農林水産省消費・安全局長 (令和6年5月1日) 

「令和6年度農薬危害防止運動の実施について」 

・厚生労働省労働基準局長 (令和6年5月7日)  

「労働安全衛生規則等の一部を改正する省令の施行等について」 
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・厚生労働省 (令和6年5月9日) 

「化学物質の濃度基準告示及び技術上の指針の一部改正について」 

・経済産業省製造産業局産業機械課 (令和6年5月14日) 

「障害者差別解消法に基づく説明会及び経産省対応指針について」 

・農林水産省農産局長 (令和6年5月14日) 

「令和6年農作業安全ポスターデザインコンテストの実施について」 

・国際協力機構(JICA) (令和6年5月22日)「農業機械分野の海外協力の募集」 

・農林水産省農産局技術普及課生産資材対策室長 (令和6年5月24日) 

「令和６年度における熱中症対策について」 

・厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課長 (令和6年5月24日) 

「個人ばく露測定定着促進補助金の実施に係る周知について」 

・厚生労働省労働基準局長 (令和6年5月31日) 

「個人事業者等の健康管理に関するガイドラインの策定について」 

・経済産業省産業機械課長 (令和6年6月7日) 

「マイナンバーカード活用等に向けた積極的な周知の御協力のお願いについて」 

・厚生労働省労働基準局安全衛生部長 (令和6年6月7日) 

「令和5年職場における熱中症の発生状況（確定値）等について」 

・農林水産省農林水産技術会議事務局研究推進課 (令和6年6月10日) 

「令和6年度当初予算『次世代スマート農業技術の開発・改良・実用化』事業公募開

始について」 

・農林水産省 (令和6年6月10日) 

「荷主と物流事業者との取引に関する調査結果及び優越的地位の濫用事案の処理状

況について」 

・農林水産省大臣官房新事業・食品産業部企画グループ (令和6年6月10日) 

「『労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針』のフォローアップのための

特別調査について」 

・経済産業省製造産業局産業機械課 (令和6年6月12日) 

「夏季の省エネルギーの取組について」 

・経済産業省 ≪公正取引委員会≫ (令和6年6月12日) 

「『令和６年度価格転嫁円滑化の取組に関する特別調査』への協力依頼について」 

・経済産業省商務情報政策局 (令和6年6月14日) 

「『AI事業者ガイドライン（第1.0版）』の公表について」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和6年6月14日／9月20日／12月25日) 

「『装置型式指定実施要領について（依命通達）』の一部改正について（依命通達）」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和6年6月14日) 
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「『道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の規定に基づく国土交通大臣が定め

る自動車について（依命通達）』及び『道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の

規定の適用関係の整理のため必要な事項を定める告示の規定に基づく国土交通大臣

が定める自動車等について（依命通達）』の一部改正について（依命通達）」 

・国際協力機構(JICA) (令和6年6月20日) 

「AFICAT第1回情報交換会『ケニア編』開催のお知らせ」 

・農林水産省農産局技術普及課長 (令和6年6月25日) 

「熱中症特別警戒情報への対応について」 

・国土交通省物流・自動車局車両基準・国際課長 (令和6年6月28日) 

「『改造自動車に係る新規検査の際に提出する書面について』の一部改正について」 

・経済産業省 ≪出入国在留管理庁≫ (令和6年7月1日) 

「外国人の適正な雇用に関するリーフレットのご案内について」 

・厚生労働省 (令和6年7月5日) 

「第１回化学物質管理強調月間のスローガンを募集します」 

・農林水産省技術会議事務局研究推進課 (令和6年7月8日) 

「『2025年日本国際博覧会“食と暮らしの未来ウィーク”におけるスマート農業技術

の情報発信のためのスマート農業技術展示事業』の公募開始について」 

・農林水産省 (令和6年7月9日) 

「スマート農業技術活用促進法に関する説明会について」 

・経済産業省 ≪公正取引委員会≫ (令和6年7月23日) 

「『令和６年度価格転嫁円滑化の取組に関する特別調査』への協力依頼について(再

周知)」 

・独立行政法人自動車技術総合機構理事長 (令和6年7月25日／10月31日／令和7年1月

30日)「『審査事務規定(交通研部分)』の一部改正について」 

・農林水産省 (令和6年7月26日) 「開催案内・ウクライナのトラクタ動向（報告会）」 

・経済産業省製造産業局産業機械課 (令和6年7月29日) 

「令和５年度補正予算省エネ補助金の第３次公募開始について」 

・経済産業省製造産業局産業機械課 (令和6年7月29日) 

「プラスチック製品中の懸念のある化学物質に関するアンケート調査について(協力

依頼)」 

・経済産業省製造産業局産業機械課 (令和6年8月1日) 

「『NPEの化審法第二種特定化学物質への指定について』パブリックコメントを開始

しました」 

・厚生労働省労働基準局総務課長 (令和6年8月5日) 

「『過労死等防止のための対策に関する大綱』の変更について」 
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・農林水産省 (令和6年8月6日) 「第９回農作業安全検討会の傍聴について」 

・農林水産省農産局技術普及課 (令和6年8月9日) 

「スマート農業技術活用促進法に関する説明動画の配布のお願いについて」 

・経済産業省製造産業局産業機械課 (令和6年8月19日) 

「『NPEの化審法第二種特定化学物質への指定について』パブリックコメントを開始

しました(技術指針等)」 

・経済産業省製造産業局産業機械課 (令和6年8月22日／8月26日／8月27日) 

「交通政策審議会交通体系分科会物流部会 産業構造審議会商務流通情報分科会流通

小委員会 食料・農業・農村政策審議会食料産業部会物流小委員会 第２回合同会議に

ついて」 

・経済産業省通商政策局国際経済紛争対策室 (令和6年9月2日) 

「不公正貿易報告書等合同説明会の開催について」 

・公益社団法人日本トラック協会会長 (令和6年9月5日) 

「標準貨物自動車運送約款等の一部改正に係るリーフレット周知のお願い」 

・農林水産省大臣官房政策課技術政策室 (令和6年9月11日) 

「スマート農業技術活用促進協議会（仮称）準備会合の開催について」 

・経済産業省製造産業局産業機械課 (令和6年9月12日) 

「下請中小企業振興法第3条1項にもとづく『振興基準』の改正について」 

・㈱かいはつマネジメント・コンサルティング ≪日・アフリカ農業イノベーションセ

ンター(JICA)≫ (令和6年9月17日) 

「AFICAT第3回情報交換会『タンザニア編』開催のお知らせ」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和6年9月20日) 

「『道路運送車両の保安基準の細目を定める告示の規定に基づく国土交通大臣が定め

る自動車について（依命通達）』等の一部改正について（依命通達）」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和6年9月20日) 

「『超小型モビリティの認定要領（依命通達）』の一部改正について（依命通達）」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和6年9月20日) 

「『公道実証実験事業に用いる搭乗型移動支援ロボットの基準緩和認定要領につい

て』の一部改正について」 

・経済産業省、農林水産省、国土交通省 (令和6年9月24日) 

「物流ガイドライン フォローアップ調査へのご協力について」 

・経済産業省経済産業政策局企業会計室 (令和6年9月24日) 

「『SX銘柄2025』の募集開始について」 

・㈱かいはつマネジメント・コンサルティング ≪日・アフリカ農業イノベーションセ

ンター(JICA)≫ (令和6年9月25日) 「AFICAT 国内展示会への参加ご連絡」 
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・㈱かいはつマネジメント・コンサルティング ≪日・アフリカ農業イノベーションセ

ンター(JICA)≫ (令和6年9月26日) 

「AFICAT_アフリカ4ヵ国での展示会参加募集に関して」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和6年10月1日) 

「『基準緩和自動車の行政処分等要領について』の一部改正について」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和6年10月2日) 

「速度制限装置（NR）機能の一時的解除の取扱いについて」 

・㈱エースメディアサービス ≪AGRITECHNICA ASIA – DLG Asia Pacific 日本代

理店≫ (令和6年10月9日) 

「Agritechnica Asia 2025 in Vietnam ジャパンパビリオンのご案内について」 

・日本貿易振興機構(JETRO) (令和6年10月9日) 

「『アジア・アフリカ広域農業資機材・アグリテック・漁業資機材オンライン商談会』 

参加者募集のご案内」 

・農林水産省 ≪環境省、国土交通省≫ (令和6年10月9日) 

「ヒアリ類に係る対処指針の関係事業者への周知に関する協力依頼について」 

・在日ドイツ商工会議所 (令和6年10月17日) 

「『TechBIZKON VIII Harvesting Innovation - AgriTech & FoodTech from Europe 

and Japan』 開催について」 

・環境省大臣官房環境保健部化学物質安全課 (令和6年10月24日) 

「化学物質管理強調月間アドバイザー制度利用促進キャンペーンについて」 

・農林水産省、中小企業庁 (令和6年11月1日) 

「パートナーシップ構築宣言のひな形改正に伴う周知について」 

・経済産業省商務・サービスグループ 物流企画室 (令和6年11月6日) 

「改正物流効率化法に係る審議会について」 

・農林水産省 ≪国税庁、デジタル庁≫ (令和6年11月7日) 

「確定申告及び事業者のデジタル化促進に関する周知のお願い」 

・経済産業省産業保安・安全グループ化学物質管理課化学物質リスク評価室  

(令和6年11月8日) 「化学物質管理セミナー2024の開催について」 

・経済産業省 (令和6年11月13日) 

「下請中小企業振興法の規定に基づく『振興基準』改正について」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和6年11月13日／令和7年2月28日／3月31日) 

「『自動車型式認証実施要領について（依命通達）』等の一部改正について（依命通

達）」 

・経済産業省、農林水産省、国土交通省 (令和6年12月3日) 

「新物効法に基づく関係省令案・告示案のパブリックコメント開始について」 
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・経済産業省 ≪国土交通省港湾局長≫ (令和6年12月4日) 

「年末年始期間における港湾荷役の停止について」 

・農林水産省 ≪国土交通省≫ (令和6年12月5日) 

「船舶へのモーダルシフト推進にご活用ください！（～中・長距離フェリー、RORO

船及び内航コンテナ船に係る積載率動向について～）」 

・農林水産省 ≪国土交通省≫ (令和6年12月5日) 

「大雪等異常気象時におけるトラック輸送の安全の確保に向けた御理解と御協力の

お願い」 

・経済産業省 (令和6年12月10日) 

「JC-STAR制度（IoTセキュリティ適合性評価制度）に関するオンライン説明会につ

いて」 

・厚生労働省 (令和6年12月11日) 

「労働者死傷病報告の報告事項が改正され、原則電子申請が義務化されます」 

・農林水産省 ≪国土交通省≫ (令和6年12月12日) 

「標準冷蔵倉庫寄託約款の改正について」 

・農林水産省 ≪財務省、国税庁≫ (令和6年12月13日) 

「消費税のインボイス制度に関する周知等ついて」 

・農林水産省農産局技術普及課 (令和6年12月18日) 

「補助事業等によって導入する農業機械の選定について(農林水産事務次官通知)に

関するQAの公開について」 

・厚生労働省人材開発統括官参事官室 (令和6年12月20日) 

「新たに設置する関係省庁連絡会議について」 

・JPCA Show 2025 運営事務局(日本電子回路工業会) (令和6年12月20日) 

「電子機器トータルソリューション展2025のご案内」 

・農林水産省 ≪資源エネルギー庁≫ (令和6年12月25日) 

「冬季の省エネルギーの取組について」 

・農林水産省、農研機構 (令和7年1月6日) 

「令和6年度補正予算『スマート生産方式SOP作成研究』の公募開始について」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和7年1月10日／2月28日) 

「『道路運送車両の保安基準第二章及び第三章の規定の適用関係の整理のため必要な

事項を定める告示の規定に基づく国土交通大臣が定める自動車等について（依命通

達）』の一部改正について（依命通達）」 

・農林水産省 (令和7年1月14日) 

「ISO/TC347（データ駆動型アグリフードシステム）の動向に関する説明会につい

て」 
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・農林水産省≪埼玉県庁≫ (令和7年1月15日) 

「埼玉県スマート農業普及推進フォーラムについて」 

・農林水産省≪国土交通省≫ (令和7年1月17日) 

「ISO 31512オンライン説明会について」 

・農林水産省農産局技術普及課 (令和7年1月17日) 

「グリーンな栽培体系加速化事業を含む、みどりの食料システム戦略推進交付金等の

要望調査について」 

・厚生労働省人材開発統括官参事官室 (令和7年1月20日)「団体等検定制度について」 

・経済産業省 (令和7年1月23日) 

「化審法におけるNPEの第二種特定化学物質への指定について」 

・農林水産省 (令和7年1月23日) 

「令和６年度補正予算『スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート緊急

対策事業』の事業説明会（第１回）の開催について」 

・厚生労働省職業安定局長、環境・均等局長、人材開発統括官 (令和7年1月24日) 

「令和7年度の大学等卒業・修了予定者の公共職業安定所における取扱い等について」 

・経済産業省製造産業局産業機械課 (令和7年1月27日) 

「臭素化ダイオキシンに関する文書について（ストックホルム条約関連）」 

・経済産業省 (令和7年1月28日) 

「荷主向け年度末における輸送能力不足の実態把握に係るアンケートのお願い」 

・農林水産省 ≪経済産業省≫ (令和7年2月4日) 

「中小企業向け人権ガイドラインセミナー」 

・国土交通省物流・自動車局技術・環境政策課 (令和7年2月10日) 

「第9回交通運輸技術フォーラムの開催について」 

・文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省職業安定局長・人材開発統括官 

(令和7年2月18日)「令和8年3月新規中・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開

始期日等並びに文書募集開始時期等について」 

・経済産業省 ≪国土交通省物流・自動車局物流政策課≫ (令和7年2月19日) 

「物流に関する事業者の意識調査へのご協力依頼について」 

・経済産業省 ≪国土交通省物流・自動車局物流政策課≫ (令和7年2月20日／2月21日) 

「物流効率化法に関する荷主向け説明会の開催について」 

・農林水産省大臣官房新事業・食品産業部食品流通課 (令和7年2月20日) 

「物流効率化法関係省令・告示の公布について」 

・厚生労働省 (令和7年2月21日) 

「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令等について」 

・農林水産省農産局農産政策部技術普及課 (令和7年2月21日) 
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「令和６年度補正予算『スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート緊急

対策事業』のメーカー向け事業チラシについて」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和7年2月28日) 

「『リコールの届出等に関する取扱要領について(依命通達)』の一部改正について」 

・経済産業省 ≪中小企業庁、厚生労働省≫ (令和7年2月28日) 

「中小企業省力化投資補助金及び業務改善助成金等について」 

・文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省職業安定局長・人材開発統括官 

(令和7年3月3日)「新規高・中学校卒業者の採用選考に係る応募書類の様式の一部改

定について」 

・経済産業省 (令和7年3月4日) 

「自殺対策強化月間(３月１日から３月３１日まで)について」 

・厚生労働省労働基準局安全衛生部長 (令和7年3月5日) 

「令和７年『STOP！熱中症クールワークキャンペーン』の実施について」 

・経済産業省 ≪国土交通省物流・自動車局物流政策課≫ (令和7年3月10日) 

「物流効率化法に関する荷主向け説明会の資料及び動画について(2/26・28実施)」 

・経済産業省 (令和7年3月10日) 

「東日本大震災発生十四年となる3月11日における弔意表明について」 

・農林水産省農産局農産政策部技術普及課 (令和7年3月10日) 

「第７回『中小企業等の活力向上に関するワーキンググループ』における指示に基づ

く対応について」 

・(一財)機械振興協会 (令和7年3月12日)「機械振興賞応募のご案内」 

・農林水産省 (令和7年3月14日)「労働者に対する熱中症対策の義務化について」 

・経済産業省 ≪国土交通省≫ (令和7年3月14日) 

「荷主企業等への中・長距離フェリー、RORO船及び内航コンテナ船に係る積載率動

向（R6.10~12月分）について」 

・内閣官房内閣審議官、文部科学省高等教育局長、厚生労働省人材開発統括官、経済産

業省経済産業政策局長 (令和7年3月24日) 

「就活日程ルール要請先リスト更新のお願い」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和7年3月24日) 

「『自動車検査業務棟実施要領について(依命通達)』の一部改正について」 

・国土交通省物流・自動車局長 (令和7年3月27日) 

「『走行環境条件の付与の実施要領について(依命通達)』の一部改正について（依命

通達）」 

・国土交通省物流・自動車局審査・リコール課長 (令和7年3月31日) 

「『量産車適合性分析等の取扱い』の制定について」 
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・国土交通省物流・自動車局審査・リコール課長 (令和7年3月31日) 

「『内部統制システムを記載した書面の記載事項等を定める通達』の制定について」 

・国土交通省物流・自動車局自動車整備課 (令和7年3月31日) 

「『自動車整備事業の取扱い及び指導要領について(依命通達)』の改正について」 
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第６３回従業員功労表彰受賞者一覧 

【製造部門】 １０名 

氏名 会社名・役職名 

原田英明 ㈱ＩＨＩアグリテック 理事 生産センター副所長 

前村正和 金子農機㈱ 生産部製造課第 11 グループ 主任 

坂本徹也 ㈱神崎高級工機製作所 生産部 部長 

松川 卓 キャニコム 価値即納 line 製造部 部長 

野代雅弘 ㈱タイガーカワシマ 製造部 部長 

田村浩二 ㈱太陽 生産本部 部品製造部 部長 

宮地達也 ㈱太陽 生産本部 E&A 製造部 製造課 環境製造係 係長 

五十嵐佳久 ニューデルタ工業㈱ 生産部 部長 

酒井俊男 みのる産業㈱ 工場本部 第一製造部 部長 

長瀬輝明 ㈱山本製作所 製造部 生産企画グループ 

 

【研究・開発部門】 ９名 

氏名 会社名・役職名 

牧 洋文 ㈱ＩＨＩアグリテック 理事 開発部長 

中野陽二 ㈱アテックス 研究開発部 主査 

穴口 忍 有光工業㈱ 物流部業務課 係長 

小澤英樹 小橋工業㈱ 開発部 第 2 設計チーム チーム長 

加賀沢豪紀 ㈱ササキコーポレーション 技術開発部 試験チーム 担当部長 

杉山治樹 静岡製機㈱ 技術部 技術開発課 主幹 

藤長 渉 ㈱タカキタ 製造開発本部開発部 G3 グループ長(課長) 

小林 浩 
本田技研工業㈱ 電動事業開発本部 二輪・PP電動事業開発統括部 電

動開発部チーフエンジニア 

小林堅二 ㈱丸山製作所 大型機械事業部 技術部 設計課 

 

【管理・営業部門】 １２名 

氏名 会社名・役職名 

浦野寛也 アグリテクノサーチ㈱ 営業部 チーフマネジャー 

松川佐織 
キャニコム 世界初商品開発 line 世界初商品開発部 開発業務グルー

プ 

井神美緒 三陽機器㈱ 札幌営業所 リーダー 
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嶌 拓生 静岡製機㈱ 農機営業部 施設設計課 係長 

五藤智明 ㈱太陽 生産本部 物流部 部長 

江南裕司 ㈱タカキタ 営業本部本州営業部中国営業所 所長 

大野慎一 ハスクバーナ・ゼノア㈱ 営業本部 西部支店 支店長 

久保 淳 
本田技研工業㈱ 二輪・パワープロダクツ事業本部 パワープロダクツ事

業統括部 営業部 営業一課 主事 

鎌田浩司 松山㈱ 営業部 物流センター長 兼 商品課長 

並木修一 松山㈱ 資材部 副部長 兼 資材課長 兼 現品課長 

小布施祐一郎 
やまびこジャパン㈱ 農林西日本営業部 部長補佐 管理業務課 課長 

兼 広島支店 支店長 

宮田泰典 ㈱山本製作所 九州営業所 南九州事務所 
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● 主な会議・委員会の開催状況及び委員会名簿 

会  議  名 開  催  日 場     所 

理 事 会 第 1 7 0

回 

 

 

 

令和6年4月25日(木)  書面審議 

［審議事項］ 

令和5年度事業報告書 

令和5年度貸借対照表､正味財産増減計算書及び付属明細書 

第61回定時総会の招集 

農業機械業界における物流対策自主行動計画について 

第 1 7 1

回 

令和6年6月6日(木) 八芳園 

［審議事項］ 

役員の選定について 

第 1 7 3

回 

令和6年10月29日(火) ホテルブエナビスタ 

［審議事項］ 

会長及び専務理事の職務執行状況報告 

第 1 7 4

回 

令和7年3月12日(水) 機械振興会館 

［審議事項］ 

会長及び専務理事の職務執行状況報告 

令和7年度事業計画及び収支予算 

第62回定時総会に提出すべき議題 

第64回従業員功労表彰候補者の選考、その他 

定時総会 

 

 

 

 

 

 

 

 

第61回 令和6年6月6日(木) 八芳園 

［審議事項］ 

令和5年度貸借対照表及び正味財産増減計算書 

理事の交代（選任） 

［報告事項］ 

令和5年度事業報告書 

令和6年度事業計画書 

令和6年度収支予算書 

臨時総会 

 

 

 

 

令和6年10月29日(火) ホテルブエナビスタ 

［審議事項］ 

理事の交代等 
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地方大会 令和6年10月29日(火) ホテルブエナビスタ 

［議 題］ 

令和6年及び7年の需要見通し 

幹 部 会 令和6年10月29日(火) ホテルブエナビスタ 

来年の地方大会、その他 

令和7年3月12日(水) 機械振興会館 

理事会の議案説明、その他 

総務・企画委員会 

 

 

令和6年10月24日(木) 対面・WEB会議 

令和7年3月 4日(火) 対面・WEB会議 

技術安全対策委員会   

 公道走行分科会 令和7年 3月28日(金) 日農工会議室・WEB会議 

リコール問題分科会 令和7年 2月26日(水) WEB会議 

認証分科会 令和6年 8月27日(火) WEB会議 

排ガス対策分科会 令和6年 8月27日(火) WEB会議 

油脂技術分科会 令和7年 3月14日(金) WEB会議 

化学物質規制対応分科会 令和6年 8月30日(金) WEB会議 

令和7年 2月4日(金) 経済産業省会議室 

ISO/TC23/SC6 

国内審議委員会WG 

令和6年 5月22日(水) 機械振興会館･WEB会議 

令和6年 7月17日(水) 機械振興会館 

令和7年 3月21日(金) WEB会議 

ISO/TC23/SC13 

国内審議委員会WG 

令和6年  8月19日(月) 機械振興会館･WEB会議 

国際委員会 令和6年  7月 3日(火) 機械振興会館 

 交流会 令和6年  7月 3日(火) 機械振興会館 

流通整備対策委員会   

 特定整備分科会 令和7年  3月 7日(金) 日農工会議室・WEB会議 

統計調査委員会 令和7年 3月 3日(月) 書面審議 
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総務・企画委員会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

委員長 末 永  聡 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 経営企画部東京企画室室長 

 木 下 武 志 ㈱ ク ボ タ 機 械 業 務 部 長 

 金 田 理 恵 井 関 農 機 ㈱ 秘 書 室 長 

 近 藤 昭 彦 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 渉 外 室 室 長 

 笠 原 隆 行 金 子 農 機 ㈱ 取 締 役 営 業 本 部 推 進 部 長 

 穴 井 拡 和 ㈱ 丸 山 製 作 所 執行役員国内営業副本部長 

 小 島 康 裕 ㈱ 太 陽 営 業 本 部 営 業 統 括 部 部 長 

 

 

技術安全対策委員会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

委員長 川 尻 伸 也 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開 発 統 括 部 統 括 部 長 

 矢 野 典 弘 井 関 農 機 ㈱ 開 発 統 括 部 長 

 佐久間  貴 聖 金 子 農 機 ㈱ 技 術 部 部 長 

 中 村 公 徳 キ ャ ニ コ ム 専 務 取 締 役 

 福 永  究 ㈱ ク ボ タ 研 究 開 発 統 括 部 長 

 関 口 文 隆 ㈱ タ イ ガ ー カ ワ シ マ 技 術 部 部 長 

 山 﨑 泰 幸 ㈱ 太 陽 Ｅ ＆ Ａ 事 業 部 専 門 部 長 

 大 谷 恒 信 マ ル マ ス 機 械 ㈱ 技術研究本部マネージャー 

 近 藤 敏 夫 ㈱ 丸 山 製 作 所 執行役員品質ものづくり統括部長 

 木 村  敦 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 技 術 本 部 設 計 部 部 長 

 千 葉 光 胤 ㈱ や ま び こ 執行役員製品開発本部長代理 
兼  開 発 第 四 部 長 
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技術安全対策委員会：リコール問題分科会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

分科会長 朝 田 晃 宏 ㈱ ク  ボ  タ 
機械カスタマーファースト 
品 質 推 進 部 長 

 東  秀 哉 ㈱ Ｉ Ｈ Ｉ ア グ リ テ ッ ク 品 質 保 証 部 部 長 

 坂 本 直 幸 ㈱ ア テ ッ ク ス 品 質 保 証 部 次 長 

 徳 田  悟 井 関 農 機 ㈱ 品 質 統 括 部 部 長 

 加 藤 健 二 ㈲ 河 島 農 具 製 作 所 取締役開発・品質管理部長 

 川 崎 真一郎 キ ャ ニ コ ム 
経 営 役 員 
ブ ラ ン デ ィ ン グ 品 質 本 部 

 蒲 田 義 明 ㈱ササキコーポレーション 品 質 保 証 部 部 長 

 神 戸 福 治 ㈱ シ ョ ー シ ン 品 質 保 証 部 部 長 

 木 村 法 嗣 ㈱ タ カ キ タ 品 質 保 証 室 室 長 

 小 松 享 彦 ㈱ デ リ カ 製造部品質管理グループ次長 

 野々目 賢 一 本 田 技 研 工 業 ㈱ 
日 本 統 括 部 品 質 監 理 部 
監 理 一 課 課 長 

 稲 垣 勝 俊 ㈱ 丸 山 製 作 所 品 質 保 証 室 室 長 

 細 木 俊 男 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 品 質 保 証 部 部 長 

 昆  克 紀 ㈱ や ま び こ サービス推進本部品質保証部部長 

 坂 本 俊 憲 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ C S 統 括 部 品 質 保 証 部 部 長 

 

 

技術安全対策委員会：排ガス対策分科会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

分科会長 小 松 正 和 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開発統括部トラクタ開発部 
エンジニアリンググループリーダー 

 足 立 憲 司 井 関 農 機 ㈱ エ ン ジ ン 技 術 部 副 参 事 

 牧  洋 文 ㈱ I H I ア グ リ テ ッ ク 開 発 部 理 事 ／ 部 長 

 滝 井  紀 ㈱ ク  ボ  タ 
エ ン ジ ン 事 業 部 
エンジン環境管理推進部長 

 狩 野 克 美 ㈱ シ ョ ー シ ン 経営企画室副室長兼技術部長 

 原 島 幸 一 本 田 技 研 工 業 ㈱ 
品 質 改 革 本 部 認 証 法 規 部 
法 規 情 報 課 E E 

 湯 浅 一 康 ㈱ 丸 山 製 作 所 
生産本部品質ものづくり統括部
技 術 課 長 

 辻   八州仁 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 技 術 本 部 研 究 実 験 部 部 長 

 
三 樹 延 行 ㈱ や ま び こ 製 品 開 発 本 部  開 発 第 四部 

開 発 第 三 課 課 長 
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技術安全対策委員会：認証分科会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

分科会長 小 松 正 和 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開発統括部トラクタ開発部 
エンジニアリンググループリーダー 

 
横 内 博 史 ㈱ I H I ア グ リ テ ッ ク 開 発 部 イ ン プ ル メ ン ト 

開 発 1 グ ル ー プ グ ル ー プ 長 

 坂 本 直 幸 ㈱ ア テ ッ ク ス 品 質 保 証 部 次 長 

 清 川 智 男 井 関 農 機 ㈱ 開発統括部認証グループ長 

 加 藤 健 二 ㈲ 河 島 農 具 製 作 所 取締役開発・品質管理部長 

 
谷 口 智 哉 ㈱ ク  ボ  タ 品質保証本部 製品法規統括部 

車 両 認 証 管 理 課 

 狩 野 克 美 ㈱ シ ョ ー シ ン 経営企画室副室長兼技術部長 

 浅 田 隆 生 ㈱ タ カ キ タ 開 発 本 部 部 長 代 理 

 吉 原  元 ㈱ デ リ カ 開 発 技 術 部 主 任 

 
酒 井 志有斗  キ ャ ニ コ ム 

執行役員マーケティング本部 
本 部 長  

 原 島 幸 一 本 田 技 研 工 業 ㈱ 
品 質 改 革 本 部 認 証 法 規 部 
法 規 情 報 課 E E 

 
笠 原 麻 生  ㈱ 丸 山 製 作 所 生産本部品質ものづくり統括部

技 術 課  
 田 中 啓 晶 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 技 術 本 部 開 発 管 理 部 次 長 

 
三 樹 延 行 ㈱ や ま び こ 製 品 開 発 本 部  開 発 第 四部 

開 発 第 三 課 課 長 
 

 

技術安全対策委員会：標準化分科会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

 矢 野 典 弘 井 関 農 機 ㈱ 開 発 統 括 部 長 

 手 塚  覚 金 子 農 機 ㈱ 技 術 部 課 長 

 酒 井 志有斗 キ ャ ニ コ ム 執行役員 マーケティング本部 本部長 

 関 口 文 隆 ㈱ タ イ ガ ー カ ワ シ マ 技 術 部 部 長 

 岡 田 和 之 ㈱ ク ボ タ 研究開発業務部KS標準チーム長 

 山 﨑 泰 幸 ㈱ 太 陽 Ｅ ＆ Ａ 事 業 部 専 門 部 長 

 大 谷 恒 信 マ ル マ ス 機 械 ㈱ 技術研究本部マネージャー 

 湯 浅 一 康 ㈱ 丸 山 製 作 所 生産本部品質ものづくり統括部技術課長  

 田 中 啓 晶 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 技 術 本 部 開 発 管 理 部 次 長 
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 武 田 浩 一 ㈱ や ま び こ 技術推進本部 技術支援部部長 

 小 松 正 和 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開発統括部トラクタ開発部 
エンジニアリンググループグループリーダー 

 

 

技術安全対策委員会：ロボット農機分科会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

 木 村 啓 明 ㈱ Ｉ Ｈ Ｉ ア グ リ テ ッ ク 開 発 部 I C T開 発 グ ル ー プ 

 矢 野 典 弘 井 関 農 機 ㈱ 開 発 統 括 部 長 

 臼 井 克 也 ㈱ ク ボ タ グ ロ ー バ ル 技 術 研 究 所 
研 究 開 発 統 括 部 担 当 部 長 

 酒 井  志有斗 キ ャ ニ コ ム 執行役員 マーケティング本部 本部長  

 海 田 健 児 小 橋 工 業 ㈱ 開 発 部 チ ー ム 長 

 堤  俊 雄 三 陽 機 器 ㈱ 技 術 部 メ カ ト ロ チ ー ム 長 

 湯 浅 一 康 ㈱ 丸 山 製 作 所 生産本部品質ものづくり統括部技術課長 

 鎌 田 直 樹 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 技術本部設計部電子技術課課長 

 宮 原 一 昭 ㈱ や ま び こ 製 品 開 発 本 部 開 発 第 四 部 
開 発 第 三 課 主 査 

 日 高 茂 實 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開発統括部先行開発部技監・部長  

 

 

技術安全対策委員会：油脂技術分科会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

分科会長 木 下  覚 井 関 農 機 ㈱ ト ラ ク タ 技 術 部 副 参 事 

 辻  智 之 ㈱ 神 崎 高 級 工 機 製 作 所 開 発 部 商 品 開 発 部 
第 1 商 品 グ ル ー プ 主 幹 

 中 本 裕 太 ㈱ ク ボ タ 機械研究開発第五部第一チーム 

 西 村 拓 馬 ㈱ ク ボ タ 機械研究開発第五部第一チーム 

 川 村 純 二 三 陽 機 器 ㈱ 技術部開発油機チームチーム長  

 神 戸 福 治 ㈱ シ ョ ー シ ン 品 質 保 証 部 部 長 

 湯 浅 一 康 ㈱ 丸 山 製 作 所 生産本部品質ものづくり統括部技術課長 

 辻  八 州 仁 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 技 術 本 部 研 究 実 験 部 部 長 

 亀 山 聡 史 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 技術本部研究実験部実験課 
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 三 樹 延 行 ㈱ や ま び こ 製 品 開 発 本 部 開 発 第 四 部 
開 発 第 三 課 課 長 

 上 田 敏 彦 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開発統括部試験部評価グループ主席  

 橋 本 裕 輔 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開 発 統 括 部 先 行 開 発 部 
基幹技術グループグループリーダー  

 

 

技術安全対策委員会：公道走行分科会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

分科会長 木 下 武 志 ㈱ ク ボ タ 機 械 業 務 部 長 

 山 本 博 之 ㈱ Ｉ Ｈ Ｉ ア グ リ テ ッ ク 開発部インプルメント開発グループグループ長  

 有 吉 映 明 ア グ リ テ ク ノ サ ー チ ㈱ 備 中 工 場  技 術 責 任 者 

 清 川 智 男 井 関 農 機 ㈱ 開発統括部認証グループ長 

 河 本 拓 也 小 橋 工 業 ㈱ 開 発 部 ス ペ シ ャ リ ス ト 

 甲 地 重 春 ㈱ササキコーポレーション 取 締 役 技 術 開 発 部 長 

 大 河原   悟 三 陽 機 器 ㈱ 取 締 役 技 術 部 長 

 井 坂 博 道 ㈱ タ イ シ ョ ー 開 発 部 部 長 

 井 元 和 孝 ㈱ タ カ キ タ 開発部 Ｇ1グループ長（課長） 

 吉 原  元 ㈱ デ リ カ 開 発 技 術 部 班 長 

 池 田 俊 朗 松 山 ㈱ 取 締 役 開 発 部 長 

 湯 浅 一 康 ㈱ 丸 山 製 作 所 生産本部品質ものづくり統括部技術課長 

 森 高  好 行 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 技 術 本 部 設 計 部 主 査 

 太 田  淳 ㈱ や ま び こ 製品開発本部  開発第四部 
開 発 第 二 課 課 長 

 上 窪 啓 太 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開発統括部  作業機開発部 
エンジニアリンググループ専任部長  

 

 

技術安全対策委員会：化学物質規制対応分科会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

分科会長 石 田  慎一郎 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ C S 統 括 部 品 質 保 証 部 
企 画 グ ル ー プ 課 長 

 朝 田 晃 宏 ㈱ ク ボ タ 製 品 法 規 統 括 部 長 

 南  博 文 ㈱ ク ボ タ 製 品 法 規 統 括 部 
製 品 法 規 管 理 課 課 長 
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 高 橋 慎 一 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開発統括部トラクタ開発部 
エンジニアリンググループ専任課長  

 楠 瀬 孝 子 井 関 農 機 ㈱ 総 合 企 画 部 環 境 管 理 室 長 

 清 川 智 男 井 関 農 機 ㈱ 開発統括部認証グループ長 

 細 木 俊 男 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 品 質 保 証 部 部 長 

 田 中 啓 晶 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 技 術 本 部 開 発 管 理 部 次 長 

 早 川 直 幸 ㈱ や ま び こ 法規制･知財推進室担当課長 

 金 澤 明 浩 ㈱ や ま び こ 品質保証部品質保証課主任 

 宮 本 武 緒 ㈱ 丸 山 製 作 所 日本クライス㈱技術設計第二課長  

 笠 原 麻 生 ㈱ 丸 山 製 作 所 生産本部品質ものづくり統括部技術課 

 村 田 善 彦 ㈱ ア テ ッ ク ス 取 締 役 営 業 本 部 長 

 重 見 和 男 ㈱ ア テ ッ ク ス 執 行 役 員 研 究 開 発 部 部 長 

 

 

ISO／TC23／SC6 国内審議委員会WG（無人航空防除）名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

座 長 湯 浅 一 康 ㈱ 丸 山 製 作 所 生産本部品質ものづくり統括部技術課長 

 吉 山 博 章 ヤ マ ハ 発 動 機 ㈱ ソリューション事業本部ＵＭＳ事業推進部  
企 画 部 品 質 保 証 グ ル ー プ 

 衛 藤 邦 淑 ㈱ や ま び こ 技 術 推 進 本 部 技 術 研 究 部 
技 術 研 究 第 一 課 

 小 林 寛 明 ヤンマーヘリ＆アグリ㈱ 営 業 本 部 営 業 部 部 長 

 窪 田 陽 介 福 島 大 学 農 学 群 食 農 学 類 准 教 授 

 元 林 浩 太 国 立 研 究 開 発 法 人 
農業・食品産業技術総合研究機構 知的財産部国際標準化推進室長 

 川 瀬 芳 順 国 立 研 究 開 発 法 人 
農業・食品産業技術総合研究機構 

企画戦略本部研究統括部国際課 
国際研究推進チームチーム長 

 小 原 裕 三 国 立 研 究 開 発 法 人 
農業・食品産業技術総合研究機構 

農業環境研究部門 化学物質リスク研究領域 
有機化学物質グループ上級研究員 

 五 月 女  淳 一般社団法人農林水産航空協会 常 務 理 事 
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ISO／TC23／SC13 国内審議委員会WG（芝生刈込機）名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

座 長 池 田 圭 佑 ㈱ ク ボ タ 製品法規統括部車両認証管理課 

 平 野  野の花 井 関 農 機 ㈱ 開 発 統 括 部 認 証 グ ル ー プ 

 金 子 公 也 ㈱ 共 栄 社 取 締 役 開 発 部 部 長 

 関 田  健太郎 ㈱ 本 田 技 術 研 究 所 ソリューションシステム開発センター 
戦略企画室インキュベーションブロックチーフエンジニア 

 湯 浅 一 康 ㈱ 丸 山 製 作 所 生産本部品質ものづくり統括部技術課長 

 加 藤 咲 子 ㈱ や ま び こ 技 術 推 進 本 部 
法 規 制 ・ 知 財 推 進 室 

 松 林 利 員 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開発統括部トラクタ開発部 
エンジニアリンググループ 

 川 瀬 芳 順 国 立 研 究 開 発 法 人 
農業・食品産業技術総合研究機構 

企画戦略本部研究統括部国際課 
国際研究推進チームチーム長 

 

 

ISO／TC23／SC19 国内審議委員会WG（サイバーセキュリティ）名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

 藤 本 光 一 ㈱ ク ボ タ 機 械 総 合 研 究 ユ ニ ッ ト 
機械研究開発第四部担当課長 

 浅 野  孝 ㈱ ク ボ タ グローバルICT本部ICT推進第三部  
エンジニアリングソリューソン室技術第一課 

 池 田 圭 佑 ㈱ ク ボ タ 製品法規統括部車両認証管理課 

 清 川 智 男 井 関 農 機 ㈱ 開発統括部認証グループ長 

 平 野  野の花 井 関 農 機 ㈱ 開 発 統 括 部 認 証 グ ル ー プ 

 岩 村 圭 将 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 開発統括部先行開発部先行技術グループ主幹技師 

 南 井 雅 登 ヤンマーホールディングス㈱ 技術本部電動電制システム開発部 
第 2技術部第 2技術グループ 

 元 林 浩 太 国 立 研 究 開 発 法 人 
農業・食品産業技術総合研究機構 知的財産部国際標準化推進室長 

 

 

広報委員会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

 中 村 元 紀 井 関 農 機 ㈱ 総 合 企 画 部 次 長 

 轟  晋 ㈱ ク ボ タ 機 械 業 務 部 渉 外 課 課 長 

 久 木  誠 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 渉 外 室 室 長 代 理 

 西 野  加菜枝 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 経 営 企 画 部 東 京 企 画 室 
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流通整備対策委員会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

 高 谷 淳 一 ㈱ Ｉ Ｈ Ｉ ア グ リ テ ッ ク 
生 産 セ ン タ ー 生 産 管 理 部 
千 歳 グ ル ー プ 長 

 渡 辺 竜 生 井 関 農 機 ㈱ 技 術 サ ー ビ ス 部 部 長 

 梅 田 幸 司 キ ャ ニ コ ム 執行役員ブランディング本部 

 稲 垣 勇 一 ㈱ ク ボ タ 
農機国内アフターマーケット 
事 業 推 進 部 担 当 部 長 

 山 田 伸 之 小 橋 工 業 ㈱ 執 行 役 員 営 業 部 長 

 安 田 光 和 ㈱ サ  タ  ケ 調 製 機 事 業 本 部 事 業 本 部 長 

 宇 野  毅 静 岡 製 機 ㈱ 常 務 取 締 役 

 川 島 廣 大 ㈱ タ イ ガ ー カ ワ シ マ 代 表 取 締 役 社 長 

 平 野 泰 孝 マ ル マ ス 機 械 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長 

 穴 井 拡 和 ㈱ 丸 山 製 作 所 
執 行 役 員 営 業 副 本 部 長 
兼 営 業 企 画 部 長 

 橋 本 裕 幸 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ カ ス タ マ ー サ ー ビ ス 部 部 長 

 水 嶋 伸 介 ㈱ や ま び こ 
執 行 役 員 
(やまびこジャパン㈱代表取締役社長) 

 結 城 賢 二 ㈱ 山 本 製 作 所 営 業 技 術 サ ー ビ ス 部 部 長 

 谷 尾 精 治 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ C S 統 括 部 専 任 部 長 

 

 

統計調査委員会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

委員長 穴 井 拡 和 ㈱ 丸 山 製 作 所 
執行役員国内営業副本部長 
兼 営 業 企 画 部 長 

 一 色 賢 三 ㈱ ア テ ッ ク ス 執行役員営業本部国内営業部部長              

 中 村 元 紀 井 関 農 機 ㈱ 総 合 企 画 部 次 長              

 笠 原 隆 行 金 子 農 機 ㈱ 取 締 役 営 業 本 部 業 務 部 部 長 

 梅 田 幸 司 キ ャ ニ コ ム 執行役員ブランディング本部 

 轟  晋 ㈱ ク  ボ  タ 機 械 業 務 部 渉 外 課 課 長 

 川 島 廣 大 ㈱ タ イ ガ ー カ ワ シ マ 代 表 取 締 役 社 長 

 小 島 康 裕 ㈱ 太  陽             営 業 本 部 営 業 統 括 部 部 長              

 平 野 泰 孝 マ ル マ ス 機 械 ㈱ 代 表 取 締 役 社 長              

 近 藤 昭 彦 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ 渉 外 室 室 長 

 水 嶋 伸 介 ㈱ や ま び こ 
執 行 役 員 
(やまびこジャパン㈱代表取締役社長) 

 西  野  加 菜 枝 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 経 営 企 画 部 東 京 企 画 室 
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国際委員会名簿 

委 員 氏 名 所 属 役 職 名 

委員長 包 行 良 光 キ ャ ニ コ ム 代 表 取 締 役 社 長 

 浮 須 克 弘 ㈱ Ｉ Ｈ Ｉ ア グ リ テ ッ ク 理 事 ／ 営 業 部 部 長 

 木 全 良 彰 井 関 農 機 ㈱ 執行役員海外営業本部副本部長 

 田 川  朗 ㈱ ク  ボ  タ 
ト ラ ク タ 海 外 営 業 第 二 部 
ト ラ ク タ 第 四 課 長 

 佐々木 悠  介 ㈱ササキコーポレーション 営業企画部･CS推進部兼海外課 

 友 保 義 正 ㈱ サ  タ  ケ 常務取締役営業統括本部長 

 太 田  誠 松  山 ㈱ 取 締 役 海 外 部 長 

 
直 井 千 昌 ㈱ 丸 山 製 作 所 

執 行 役 員 海 外 営 業 本 部 長 
兼 貿 易 部 長 

 石 田 浩 文 三 菱 マ ヒ ン ド ラ 農 機 ㈱ グローバル事業開発部主務 

 上 田 成 彦 ㈱ や ま び こ 営 業 本 部 営 業 部 長 

 須 山 雅 俊 ヤ ン マ ー ア グ リ ㈱ 営業統括部営業企画部部長 
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● 機種別部会の開催状況 

 

部 会 名 会 議 名 開 催 日 場 所 

トラクタ部会 定 例 部 会 令和 6年10月15日(火) 機械振興会館･WEB会議 

管 理 機 部 会 定 例 部 会 令和 6年10月15日(火) 機械振興会館･WEB会議 

 書 面 審 議 令和 7年 3月28日(金) ― 

収 穫 機 部 会 定 例 部 会 令和 6年10月15日(火) 機械振興会館･WEB会議 

田 植 機 部 会 定 例 部 会 令和 6年10月15日(火) 機械振興会館･WEB会議 

防 除 機 部 会 定 例 部 会 令和 6年 9月19日(月) ホテルJALシティ長野･WEB会議 

 スピードスプレーヤWG  令和 7年 3月31日(月) 日農工会議室・WEB会議 

刈 払 機 部 会 定 例 部 会 令和 6年10月11日(金) 機械振興会館･WEB会議 

作 業 機 部 会 定 例 部 会 令和 6年10月10日(木) ザ クラウンパレス新阪急高知 

調製･米選機部会 定 例 部 会 令和 6年10月 2日(水) 掛川グランドホテル･WEB会議 

乾 燥 機 部 会 定 例 部 会 令和 6年10月 2日(水) 掛川グランドホテル 

精 米 機 部 会 定 例 部 会 令和 6年10月 2日(水) 掛川グランドホテル 

 コイン精米機WG 令和 6年10月 2日(水) 掛川グランドホテル 

車 両 部 会 定 例 部 会 令和 6年10月 8日(水) キャニコム･WEB会議 

カッター部会 定 例 部 会 令和 6年10月 2日(水) 掛川グランドホテル･WEB会議 

 

 

● 機種別部会活動 

１．トラクタ部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

② 部会長の交代を行った。 

２．管理機部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

② 部会長の交代を行った。 

３．収穫機部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

② 部会長の交代を行った。 
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４．田植機部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

② 部会長の交代を行った。 

５．防除機部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

＜スピードスプレーヤWG＞ 

枝下空間条件（高さ）等の検討を行った。 

６．刈払機部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

７．作業機部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

＜野菜用機械ＷＧ＞ 

野菜用機械の令和7年の需要見通しを行った。 

８．調製・米選機部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

② 部会長の交代を行った。 

９．乾燥機部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

１０．精米機部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

＜コイン精米機＞ 

令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

１１．車両部会 

① 令和6年及び令和7年の需要見通しを行った。 

１２．カッター部会 

① 市場動向等の意見交換を行った。 

② 部会の休止を決定した。 
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[機種別部会長] 

○ トラクタ部会    

 ㈱クボタ エグゼクティブオフィサー 
農機国内営業本部長 

 

鶴田慎哉 

 

(R6.10.15付) 
○ 管理機部会    

 三菱マヒンドラ農機㈱ 執行役員 
グローバル事業開発部長 

 

佐藤 修 

 

(R6.10.15付) 
○ 収穫機部会    

 ヤンマーアグリ㈱ 営業統括部 
国内農機推進部部長 

 

小野寺 誠 

 

(R6.10.15付) 
○ 田植機部会    

 井関農機㈱ 執行役員 営業本部長 石本徳秋 (R6.10.15付) 

○ 防除機部会    

 ㈱丸山製作所 代表取締役会長 尾頭正伸 (H30. 9.26付) 

○ 刈払機部会    

 ㈱やまびこ 代表取締役社長執行役員 久保 浩 (R4.10.20付) 

○ 作業機部会    

 ㈱太陽 代表取締役社長 久松朋水 (R4.10.13付) 

○ 調製・米選機部会    

 ㈱タイガーカワシマ 代表取締役社長 川島廣大 (R6.10. 2付) 

○ 乾燥機部会    

 金子農機㈱ 代表取締役社長 金子常雄 (R4.10. 6付) 

○ 精米機部会    

 マルマス機械㈱ 代表取締役社長 平野泰孝 (R4.10. 6付) 

○ 車両部会    

 キャニコム 代表取締役社長 包行良光 (R6. 1. 1付) 
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● 会員数（令和7年 3月31日時点） 

 

令和6年 3月31日 入会 退会 令和7年 3月31日 

62 -  1* 61 

 
 
 

都道府県 会 員 賛助会員 都道府県 会 員 賛助会員 

北 海 道 2  大 阪 3 1 

青 森 1  兵 庫 5  

山 形 2  鳥 取 1  

茨 城 1  島 根 1  

栃 木 1  岡 山 6  

群 馬 2  広 島 2  

埼 玉 2  愛 媛 2  

東 京 5 2 高 知 1  

新 潟 2  福 岡 1  

富 山 2  熊 本 1  

長 野 5     

静 岡 4  

愛 知 4  

三 重 1  

滋 賀 1  小 計 58 3 

 

 

 

 

 

 
合 計 61 

*令和7年3月31日付けで退会：(株)ニコントリンブル 

 

 

［注記］ 

本報告書に、付属明細書として記載すべき事項はない。 


